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○ 著作権法１１４条３項及び４項の適用に当たり，判示の事実関係の下においては，

著作権等管理事業者である被控訴人が文化庁長官に届け出た使用料規程の「年間の包

括的利用許諾契約によらない場合」又は「年間の包括的利用許諾契約を結ぶ場合」が

，同条４項の「使用料規程のうちその侵害の行為に係る著作物等の利用の態様につい

て適用されるべき規定」に該当するものとは認められず，被控訴人とケーブルテレビ

事業者との間における再放送使用料を現実に規律していると認められる合意をベース

とするのが相当である。 

（事件類型）損害賠償 （結論）原判決一部変更 

（関連条文）著作権法１１４条３項，４項，民法７０９条 

 

判 決 要 旨 

１  本件は，著作権等管理事業法に基づき登録を受けた著作権等管理事業者であ

り，放送法で定めるテレビジョン放送による地上基幹放送を行う放送事業者から

信託により著作権及び著作隣接権の有線放送権等の管理委託を受けた被控訴人

が，有線テレビジョン放送事業を行っている控訴人に対し，控訴人は被控訴人の

許諾を受けることなく上記放送事業者の地上テレビジョン放送を受信して有線

放送し，被控訴人の著作権及び著作隣接権の有線放送権を侵害したと主張して，

有線放送権侵害の不法行為に基づく損害賠償金の支払を求めた事案である。 

原審は，控訴人による本件有線放送権の侵害を認め，著作権法１１４条３項に

基づく使用料相当額の算定に当たっては，被控訴人が文化庁長官に届け出た使用

料規程（本件使用料規程）の「年間の包括的利用許諾契約を結ぶ場合」の算定方

法を用いるのが相当であり，同規程に定める使用料の減額措置に当たる，被控訴

人と一般社団法人ケーブルテレビ連盟との合意（本件基本合意）の定める使用料

を算定に用いるのは相当でないとして，被控訴人の請求を一部認容し，控訴人に

対し約１億８０００万円の支払を命じた。 

控訴人は，これを不服として本件控訴を提起した。 

２ 本判決は，本件控訴に基づき原判決を変更し，控訴人に対し，本件有線放送権

の侵害に基づく損害賠償として約４７００万円の支払を命じた。本件の争点は多

岐にわたるが，被控訴人の損害額に関する理由の要旨は，以下のとおりである。 

⑴ 著作権法１１４条４項の適用に関し 

被控訴人とケーブルテレビ事業者との間で締結された同時再放送に係る利用
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許諾契約の内容，控訴人による本件有線放送権の利用の態様等の事実を考慮す

ると，上記利用許諾契約の締結に当たり適用された実績が全くない，本件使用

料規程の「年間の包括的利用許諾契約によらない場合」又は「年間の包括的利

用許諾契約を結ぶ場合」が，著作権法１１４条４項の「使用料規程のうちその

侵害の行為に係る著作物等の利用の態様について適用されるべき規定」に該当

するものとは認めらない。 

⑵ 著作権法１１４条３項の適用に関し 

  著作権法１１４条３項は，著作権及び著作隣接権侵害の際に著作権者，著作

隣接権者が請求し得る最低限度の損害額を法定した規定である。また，同項所

定の「その著作権…又は著作隣接権の行使につき受けるべき金銭の額に相当す

る額」については，平成１２年法律第５６号による改正前は「その著作権又は

著作隣接権の行使につき通常受けるべき金銭の額に相当する額」と定められて

いたところ，「通常受けるべき金銭の額」では侵害のし得になってしまうとし

て，同改正により「通常」の部分が削除された経緯がある。そして，かかる法

改正の経緯に照らせば，著作権及び著作隣接権侵害をした者に対して事後的に

定められるべき，これらの権利の行使につき受けるべき金銭の額は，通常の利

用許諾契約の使用料に比べて自ずと高額になるであろうことを考慮すべきであ

る。 

これを本件についてみると，被控訴人とケーブルテレビ事業者との間の同時

再放送に係る実際の利用許諾契約における使用料の額，控訴人による本件有線

放送権の利用の態様等の事実に加えて，控訴人と被控訴人の間の再放送同意に

係る利用許諾契約に関する交渉経緯など，本件訴訟に現れた事情を考慮すると，

著作権及び著作隣接権侵害をした者に対して事後的に定められるべき，本件で

の利用に対し受けるべき金銭の額は，被控訴人とケーブルテレビ事業者との間

における再放送使用料を現実に規律していると認められる本件基本合意及び本

件使用料一覧（２者契約）をベースとし，そこに定められた額を約１．５倍し

た額を下らないものと認めるのが相当である。 

 


